Accounting for Employee Stock Options : Liability or Equity? by 藻利 衣恵
ス トック ・オプシ ョン会計に関する論点の整理








5.各国の 「負債 と資本の区分」に関する考 え方
6.おわりにかえて.一今後の検討課題 一
1.は じめ に
ス トック ・オ プシ ョン(StockOplion:SO)とは、「一定 の期 間にわ たつて、 あらか じめ決
定 され た価格 で、所定の株式 を購入す る権利 を与 える契約」(企業会 計基 準委員会2003,P1)
と一 般 的 に定 義 され るが、 このSG制 度 は、 ア メ リカに おいて1920代 に採 用 され始 め、
1950年代 に.普及 した とされ る(財 務 会計基準 機構2003,p.13など)。その ア メ リカで は、会
計手続委 員会の会 計研 究公報第37.号お よび第43号 、会 計原則i議 会の会 計原則審 議会意 見
書 第25号 、 な らびに米 国会計基準審 議会(FinancialAcc〔,untingStand軍dsBoard:FASB)の
財 務.会計基準書 第123号(FASO1995)および改定第123号(FASB2004)とい うSOに 関す
る会計基準 が設定 されて きた。
この うち、会 計研究 公報第37号 、第43号 、 お よび会 計原則 審議 会 意.見書第25号 で は、
本 源 的価値 法 によ るSO費r:uの測 定 が採 用 され、 ま た、FASB(1995)では、 公正価 値 法 に
よ るSO費 用 の測定が推奨 されて い た ものの、 同時 に本 源的価値法 によ る測定 も認め られ て
きた。 しか し、 この本源 的価値 法 は、 その測 定方 法に よ り、特 に測定某準 日を権利付 与nと
した場合 に本源 的価値 は ゼロ とな るた め、多 くの アメ リカ企 業はSOに 関す る費用計上 を事
実上 免れ て きた と され 、また、エ ンロ ン事 件 を引 き起 こ した要因の1つ と して も指摘 され て
いる(池 村2004;野口2003など)。
一rrs一
ス トック ・オプシ ョン会計に関す る論点の整理
この よ うに、 そ もそ も費用計 上 を行 う企業 が少 なか ったSOで あ るが、 このSOに 関す る
会計処理 につ いて は、敢 引の複雑性 に よ り、Nl計.i.の要否 とい う論点の ほか に も、費用認
識の相手 勘定、 測定 の.基準 日、失 効の取扱 い、測定 の基 礎 な ど、 数多 くの論点 が存在す る。
そ して、 それ らの論点 は、相互 に関連 している。
そ こで、本稿 では、主 に負債 と資本 の区分 の観点 か ら、SOに 関す る会 計処理 を検 討 して
い くにあ た り、現行 の会 計基 準で あ る 脇SB(2008a).FASB(zoos)、および企 業会計基 準
委員会(2{}05b>の比 較 ・検 討 を行 うこと とす るω〔2〕。 な お、本稿 の構 成 は以下 の通 りで あ
る。 まず、2節 では、SOを 費用 認識す る際SOの 相 手勘定 に関す る論点 を取 り扱 って
し.こる先行研究 につ いて分析 す る。次 に、3節.では、IASB(2008a>、FASB(20{}4)、および企
業会計基 準委 鼻会(2005b>とい う現行 のSOに 関す る会 計基 準 を比較 し、 これ ら3つ の 会
計基準 は、外形.上は類似 して いる ものの、 い くつ かの相 違点 が存在す る こと、 また、 その相
違 点が、会計 基準の背 景 にある考 え方 の違 い、す なわ ち、株 主概 念.3:の相 違か ら影響 を受 け
てい るこ とを指摘 す る。 そ して、4節 において は、前述 の3つ の現行 基準 それぞれの もとで
.の株 主概念 について説 明 し、株 主概 念の相違 と 「負債 と資本 の区分」 が関係 して い ることを
述 べ る。 さらに、5節 にお いては、 その株 主概念 の細違 は、 株fiは、利益 を稼 得す るための
元.手で あ る資本 を提供 して い るこ とか ら、1.負債 と資本 の 区分」 と密接 に関係 して いる と:考
えられ る ことを、 よ り具体 的 に、 各基準設 定主体 の概念 フ レーム ワーク をmい 、 指摘す.る。
最 後に、6節 に て、 本槁の結論 お よび今後¢)展望 につい て述 べ る。
2.先行研究
今 回の主 要 な検 討課 題 は、SO費 用 を認識 す る際の 費用 の相 予勘定 で ある。 この 論点 は、
貸 借対照表 の貸方項 目の うち、 どの請求権 が負債 に分類.され 、 どのPFI求権が資本 に分類 され
るの か とい う問題 と密 接 に結びつ いて い る.そ こで、本 節 では、so用 の相 手勘定の 問題
について、特 に負債 と資本 の区分の観点 か ら検 討 して い る先行 研究 を中心 に分析 す る(hl。
こ:の問 題 に 関 し、 海 外 で は、aaa(2004)、&alsam(1994)、f?allandWhite(2004)、
KaplanandPalepu(2003)、Kirschenheiteretal.(2004)、お よびOh sonandPenman(2005)
(20{}7)など数 多 くの.文献 が存在 す る。 また、 日本 に お いて も、 池村(2004)(2006)、今 福
(2QG7)、椛 田(2000)(2007)、斎藤(2004)(zoos>(2()09)、鈴本(2GO6)、田 中(2〔}03)、野 口
(200s)(2006a)(2006U)(zoos>、福井(2003)、お よび.興三 野(2002)など多 くの文献 が存 在
す る。
後 述す る通 り、IASB('LOOSa)およびFASO(2004)でｫ,SOが 、iASC(1989>および
rasH(1985)において規 定 されて いる負憤の 定義 を満 た さない ため とい う消極 的 な理 由 か
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ら、so用 の相.手勘 定 が 「持 分 .」J)として.規定 され て い る。 これ に対 し、AAA(2004)、
Balsam(1994>、Kirschenheiteretal.('L609)、OhlsonandPenman(2005)(2007)などは、
IASB(2008a)およびFASB(zoo9)のもとでの会 計処理 を批 判的 に検 討 して いる。 具体 的
には、まず、資本 とは企業所有者 た る既存株主 の持分のみ を表 すべ きで あると規定 して いる。
そ して、彼 らが規 定 したこの資本 の定義の もとでは、SO保 有者 と既存株 主 とは異な る存在
となるため、SO保 有者 の持 分は、 この資本 の定 義 に合 致 しない。 したがって、彼 らが規 定
した資本 の定 義かつ2区 分説 の もとで は、SO保 有者 の持 分は負債 で ある と述べ られて いる。
っ ま り、IASB('LOO｣3a>およびFASB(2004)をftkt9的}二検 討 して い る もの の、 これ らの先
行.文献 もまた、消極 的 な理 由か らSO費 用の相手勘定 を検討 してい るとい える.
一方、 田中(2003)では、SO費 用の貸方 勘定 につ いて、 資本の定 義 に あわな い とい う消
極 的 な.理由で はな く、SOを 負債 に規 定す る積極 的な理 由 として どの ような もの が存 在す る
かにつ いて考 察 し、 さらに、 負債に計上 した場合の会 計処理上の 問題 点につ いて も指摘 して
い る。 この田中(2003>において挙 げ られて い る積極 的 な負債 説 と して は、①SOを 退職給
付 と同様、報 酬の後払 い とい う性 質 を持つ もの と考 え、従業員 に対 して企業 は労働 債務 を負
ってい る とす る説、②SOを.一 般 的 なコール.・オプ シ ョンと同様、 デ リバテ.イブの....種と考
え、金融商 品の一一形態 と して会計処 理 を行 うもの とす る説、③SOを め ぐる取引 と株式増 価
受 益権 ㈲をめ ぐる取 引 とでは、対価 が異 なるだけでn質 の経済効果 を有 す る取引 であ るため、
会計処理 を統.一すべ きで あ るとす る説 とい う3つ の説が紹介 され てい る甑8}。
海外の文 献 を巾心 と した前 述の先行研 究の 多 くは、費用認識 の際 の貸方 を資 本 とす るので
はな く、負債 とすべ きで あ ると述べ られてい るが、閏中(zoos).で挙げ られ てい る3つ の論
拠 をフレームワー クと し、これ らの先行研究 を当て はめると、① の説 につ いては.今福(2001)、
② の説 につ いてはKirschenheitere/al.(2009)、OhlsoaandPeamaa(20()5)、③の説 につ い
て は、AAA(2004)、Balsam(/994)、Kirschenheitere[aL(2004>、OhlsonandPenman
(zoos)のよ うに分類 で きるであ ろう(9).なお、③の考 え}J{#.後述 す るよ うにFASB(2〔xn>
で も取 り入 れ られてい る(m)、
.....・方、50用 を認識す る際rass(2008x:)およびFASB(w)04;〉の よ うに、相 手勘定 を
資本 とす る学 説は あま り存 在 しない(1i;。漁planandPalepu(2(}os)は、 U費 用の相手勘 定
を資本 とす る考 え方 を採 用 して いる数少 ない論文 の1.つで あ るが、 その.F7.体的な.根拠 につ い
ては明示 されていな い。
また、企業会計基準 委 員会(2605b;)において も、IASB(2008a)およびFASB(2004)と
同様、後述 す る通 り、企業 会計基準 委 員会(2006>に規定 され てい る負債 および資本の定 義
を満 た さな い ため とい う消 極的 な理 由か ら、SO費{iの#FI勘定 が純 資産 の部の その他 の要
素 に規定 されて い る。 この.会計処理 につ いては、 日本の商法 お よび 会社法 が強 く影響 してい
るこ とが斎藤(2(X)s)(2009>では指摘 されて い るが、 この点 に関 し、野 口(zoos)(2006a)
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(2008)では、優 先株 式、強制 償還株 式 お よび 新株 予約権 を例 に、法 的形式 によ り企業 所 有
者概 念 を規 定す るこ との限 界 と、法的形 式 以外 か ら企 業所有者 概念 を規定 した場合 、SO保
有者 を除外 す ることの難 しさにつ いて指摘 されて い る。
さ らに、SOの 会 計処理 に関 し、利 益計 算 の観点 か ら研 究 を行 って い る先行 文献 と して、
斎 藤(2004)(2006>(2009)、お よび 鈴 木(2006>などが存 在 す る。 この うち、斎 藤(2004)
(2009)では、①SOに 関す る費用 をどう認識 す るか、② 未決済 のSOの 価値 の変動 を どの よ
うに捉 え るか とい う問題 につ いて、資本 と利 益へ生 じる影 響 とい う観 点か ら、SOの 会 計処
理が論 じられ ている。そ して、この2つ の問題点 は、制度化 に先.立つ事業の理論 的な解釈 と、
会計 基準 に基づ く事実 認識 との関係 が必 ず しも明 らか で ない ことか ら、斎藤(2006)(2009)
では、KaplanandPalepu(2003)とOhlsonandPenman(2005)を検討 する ことに よ り、資
本 会 計 の 問 題 を中心 と した理 論 的 な争 点 を整 理 し、 それ らに照 ら して、IASB(2008a)、
FASB(2004)および企業 会計基準委 員会(2005b>の共通点 および差異 を考察 してい る(io;。
3.各国のSOに 関する会計基準の概要および比較
3.11FRS(2008a)とFASB(2004)の 比 較









権 利 付 与 日
純 資産(拠 出 資 本)
考 慮 せ ず
本 項 で は まず、IASB(2008a>とFASB(2004)との 問 の比 較 を行 う。 な お、 このIASB
(2008x;)およびFASB(zoos)では、企業 会 計幕 準委.員会(2〔}05b)とは異 な り、(a)株式 決
済 型の株 式報酬取 引、(b>現金 決済型の株式 報酬取 引、(c)現金選択権付 オ プシ ョンが付与 さ
れ る取引 を含むすべて の株 式報酬取 引の.会計処理 を適用範 囲 としてい る(IASB'LO(}sd,par.2;
FASB2004,p/)
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これ らの適 用範囲の うち、 まず 、株式決 済型の株式 報酬取 引Q2;に関 してIASB(20〔}8a)と
FASB(2004>とを比 較す る と、 費用計上 が必要 で あ ると考 え られて い る点、費用認 識の相
手勘定 が 「持 分」 内部の拠 出資本で ある点、測 定基準 目を権利 付与 日とす る点 、権 利不行使
に よる権利.失効時 におい ては利 益への戻人処 理が行 われ ない点、 および、測定 の基礎 を公 正
価値 とす る点 等、主要 な差 異は な く、 ほぼ同一の会計処理 が要請 されてい るとい える。IASB
(2008a)とFASB(2004)は、①従業 員株式購 入制度 を適 用範 囲 に含 め るか否か、② 権利確
定前の失効 オ プ シ ョンに対 し、遡 及的修 正 を行 うか否 か、③ 条件変 更時 に、 当初のSOと 新
たなSOの 交換 と して会 副'処理 が行われ るか否か とい う3点 で は差 異 が.見られ る ものの、 こ
の3点 を除 き、ins(2〔x)8a)と基本 的にn一 の会計処理 で あ ると考 え られ る。
次 に、株式増価 受益権 に代表 され る現金決 済型の株式 報酬取 引について も、正ASB(2008a)
とFASB(2004)の間で、差異 はみ られない。取得 された財 サ ービスお よび発生 した負債 は、
当該負債の 公正価値 で測定 されな けれ ばな らず、 その 公正価値 は、決 済 され るまで継 続的 に
再 測定 され、 その 変動額 を当期の費 用 と して認 識 しな けれ ば な らない と され てい る(IASB
2005,par.30;rASB2004,pars.37and50)
前述の通 り、 これ らの適 用範囲の うち、株 式決済型 の株式報 酬取 引 と現金決済型 の株式報
酬取引 につ いて は、IASB(2008a)とFASB(2004)の会計処 理 はほぼ 同..一と考 え られ るが、
IASB(2008a>とFASB(2004>との間 で異 なる会計処 理 が 要請 されて い る取 引 も、 一方で
存在す る。現金 選択 権付 オプ シ ョンとは、SOと 株式 増価 受益権 の よ うな、株 式決済 とV
決済 とい う決 済方式 を、従業 .員または企 業が選択で き るよ うなオ プ シ ョンを さすが、 この現
.金選択権 付 オ プ シ ョンに関す る取 引 につ いては、IASB(zoosa>とFASB(2004)の会計処
理 はそれぞれ異 なって いる。IASB(2008a>では、選択 権 が従 業 員に あるか企業 にあ るか に
関係 な く、 企業 に現 金 または他 の資産 で決済す る負債 が発生 してい る場合 にはその範囲で現
金決済型 σ)株式程酬 取引 として、 そのよ うな負債 が発生 してい ない場 合 には、その範囲で株
式 決済 型 の 株 式 報 酬 取 引 と して、処 理 しな けれ ば な ら ない と され て い る(IASB2(HIBa,
par34>(13;。それ に対 して、FASH(2004)では、現 金選択権 を従業 員が有 している場合 には、
現金決 済型の 株式 報酬取 引 と同様 の会計 処理 が、現金 選択権 を企 業が省 して い る場合 には、






















次 にIASB(2008a)、FASB(2004)、お よび 企業会計基 準委員.会(2005b)の間 で比較 を行
うと、IASB(2008a)およびFASB(2004)間で比較 した場 合 よ り、重 要 な相違 点 がみつ か
る。
まず 、企業.会計基 準委 員会(2005b)c_い て はSOに 関す る取 引の み を適 用 範囲 と して
い るため、3.1節で示 したSOに 関す る海 外 の主要 な会計 基準 と、適用範 囲が異 な って い る
こ とが指摘 で きる。次 に、企業 会 計基 準.委員 会('L(IOSb)の適 用範 囲で あ る株式 決済 型の株
式 報 酬取 引 に関 して、IASB(2008a>、sass(?AO9)、お よび 企業.会計 基準 委 員会(2005b)
を比較 す る と、費用計上 が必要 であ ると.考えられ ている点 、費用認識の相手勘定 が 「純 資産」
で あ る点 、測 定基準 日を権利 付与 日とす る点、 および、 測定 の基礎 を公 正価値 とす る点で は
共通 して お り、IASB(2008a)およびFASB(LOO4)とt会 計基準委員会(2005b)とでは.
全体 と して類似 して いる と考 え られ る。 しか し、 その....・方 、費用認識の相手勘 定が拠 出資本
か否 か とい う点や、権利 不行使 によ る権利失 効時 において利益へ の戻入処理 を行 うか ど うか
とい う点 等、い くつ かの相違 点 もみ られ る。 そ して、4節 で述べ るよ うに、 それ らの相 違点
が この会 計基準 の背景 に ある考 え方 の違 い に結びつ いてい る と考 え られ る。 そ こで、以 ド、
それ ぞれ の基準 におけ るSOに 関 す る.会計基準 の背景 に あ る考 え方 の違 い、す なわ ち、 企業
所有者 で ある株主概 念の相違 につ いて、 説明 を行 うこととす る。
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4.各国の会計基準におけるSO敬 引の背景にある考え方
4,11ASB(2008a)とFASB(2004)G:二お け る基 本 思 考
まず、IASB(2008a>およびFASB(2004)におい て、SOを め ぐる取引 は、 以下 の よ うに
考 え られて い る。 すなわ ち、SOは 、失効 とい う例外 を除 き確 定持 分 となる ことが ほぼ約 束
され てい るた め、SOと 株式 は同質 であ り、対 価 の種 類 にかかわ らず株 式取 得は資本 の払 込
に該 当す る。 また、 それゆ えSO保 有者 と株 主 も会計 .上は区分 す る必要 のない存在 とも考 え
られ る。 さらに、 この取引 を企業側 か らみれ ば、企業 所有者 との資 本取引 とな り、SO付 与
と同時 に発行価頷 がその まま資本拠出 を確定 させ るた め、 それ以 降の価格変動 は認識 され な
い こととな る。
また、IASB(2008a)およびFASB(2004)で.は、株 式 やSOの よ うな持分金 融 商品 の種
類 、 そ して持 分金 融商品 が誰に付与 され るか に関係 な く、SOを め ぐる取 引は、通常 の財 サ
ー ビスの購 入 と概念 的 には同.....一の取 引で あ る、 と考 えられて い る。例 えば、IASB(2008a)
では、SOに 関す る一 連の取 引 を、①企 業が労 働 サ ー ビスの購 入す る取 引 と、② その 労働 サ
ー ビ.スを企 業 が消費 す る取 引 とに分 けて、 認識す るこ とと して いる。具体的 には、① 労働 サ
ー ビスを購 入 した ことによる資産の増加、 お よび 、 その対価 と して持分金融商 品を契 約相 手
に渡 した こ とによ る資本 の増加 を認識す る.....・方で 、②① で認識 したサ ー ビスとい う資産 は、
貯蔵 で きず、瞬 時に費消 され るため、 この 労働 サー ビス を消 費す る ことによる、費 用の増 加
を認識 してい る.と考 え られてい るの である(FASB/985,par.31;IASC1989,pars.49-50;IASB
2008a,pars,BC47-48and50;企業 会言{』基 準機 構2〔〕〔〕3,p.92)鱒.
以...ヒの よ うなIASB(2008a)およびFASH(2004)のも とでのSOを め ぐる取 引 を時系 列
で示 す と、図表3の よ うにな ると考 え られ る.












ス トック ・オプシ ョン会計に関す る論点の整理
4.2企業会計基準委員会(20⑪5b)における基本 思考
一一方、企業会計基準委員会(7.005b'.)において、SOをめぐる取引は、以..ドのように考えら
れている。SOに関する取引では、付与 日時点においてSO保 有者 に残余財産請求権等に代
表 される株.主と同等の権利はなく、株主と同質であると考 えるのは困難である。このような












権等に代表 される株主と同等の権利はな く、株主 とSO保有者とが同質であると考えるのは
IMOであると考えられている。 したがって、このような考 え.方に基づ くと、SO保有者がSO
を行使 し、株式を取得す る権利行使 日に初めて、労働サービス}ヒよる出資額が資本 として確
定すると考えられる、,
以.上のようなIASB(2008a>およびFASB(2004)と同様、.企業会計基準委員会(2005b)










(Uこ の 図 表 で は 、 図表3同 様 、 オ プ シ ョ ンの 権 利確 定 後,直 ち に、 権 利 が 行 使 され る場nま た は権 利
が失 効 す る場 合 を想定 して い る。(ゆ えに 、権 利 確 定 後失 効 の 場合 は 、 図 表 内 に含 め て い な い、,)
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では、なぜこのようにSOに関す る会計基準 を支える基本思.考に違いが生 まれたのか。そ
.れには、各国の市場慣行および商法 ・会社法をは じめ とす る法制度、そして、各基準設定主
体の概念 フレームワークおよび会計基準 を支 える基本概念などが関わっていると考 えられ
る。この うち、基準を支える墓本概念の1つ である 「負債 と資本の区分」に関するIASB、
FHSB、および企業会計基準委員会の考え方について、5節では検討している。.
5.各国の 「負債 と資本の区分Jに 関する考え方
5.1i,asc(1989)およ びFASB(1985)(16;にお け る負 債 と資 本 の 区 分 に 関 す る考 え方
まず、 「財務諸表 の作成 表示 に関す るフ レーム ワー ク」(IASC1989>では、貸借 対照 表上
の構 成要 素 につ いて、 以.下の よ うに定義 してい.る。「資産 とは、過 去の 事象 の結 果 と して、
特定 の企業 が支 配 し、かつ、将 来の経 済的便 益が 当該企 業に流入す ると期待 され る資源 をい
う」(IASCiess,par.49(a))。「負債 とは、過 去 の事象 か ら発生 した特定の企 業 の現在 の義務
で あ り、 これ を履 行す るために経済 的便益 を有す る資源 が 当該企業 か ら流 出す ると予 想 され
る もの をい う」([ASC1989,par.49(b))。「「持 分』(..二重鍵括弧 は筆者加筆)と は、特 定の企
業の全 ての負債 を控除 した残 余の 資産 に対す る請求権 であ る」(lascユ989,par.49(c))。また、
FASBの財務 会計概 念書第6;;「財 務諸表 の構成要素」(FASI31985)において も、 ほぼ同一..・
の資産 、負債、 および、「持分」 の定義 がな されてい る。
こ.のよ うに、IASC(1989)およびFASO(1955)では、資産 と負債以外 の構成 要素で ある、
「持 分」.・収益 ・費用 ・包括利益 が、 すべて資 産 ・負債 とい う2つ の構成 要素 を厳 格 に定 義す
れ ば、そ こか ら自ず と導かれ ると考 えられ てお り、す なわち、資産負債 アプロ ーチ が用い ら
れ てい る とい え る。 よって、IASBおよびraspの 貸借 対照表 上で は、上記の 負債 の定 義 に
あわ ないSOは 、「持分」 に計上 され る こと とな る。
また.、企業 への資金提 供 者 と して、債 権者 、株 主、SO保 有 者や少数株 事等 が考 え られ.る
が、.IASC(19891)およびFASO(1985>のもとで は、連 結貸借対照表0)貸方項 目は負債 以外
が 全 て持分 とな るた め、 債権 者 以 外 の.企業所 有 者 は嗣質 と考 え るこ ととな る.す なわ ち、
SO保 有者 が、議決権 や残 余財産請 求権 な どに代表 され る株 主の権利 を持 って いない とい う
点で 、株 主 と異 なる存在 で あると して も、会計上 では、持分 に..括で計..ヒされ る こととなる。
この ことによ り、【ASBの考 え.方では、 資産 ・負 債 の定義 を重視 す るあ ま り、 株主 とい う概
念 を重 視 してい ないこ とがい えた。









しか し、 ・方で、損益計算書の構成要素に関 し、企業会計基準委員会(2006)では、貸借
対照表 と独立 して、「.収益 とは、純利益または少数株主損蕪 を増加 させ る項Nで あり、特定
期間の期末までに生 じた資産の増加や負債の減少 に見合 う額のうち、投資の リスクから解放
された部分である」(企業会計基準委員会2006,3章13項)、「費用 とは、純利益または少数
株主損益を減少 させる項 目であり、特定期間の期末までに生 じた資産の増加や負債の増加 に
見合 う額の うち、投資の リ.スクから解放 された部分である」(企業会計基準委員会2006,3章
13項)と定義 し、 これ ら収益 ・費用から導かれ る純利益.を、「収益か ら費用を控除 した後、





素に区分 されることとなる。このように区分 され るのは、純利益が情報 として高い有用性 を





株主を除 く親会社株主のことをさす と考えられている。SO保有者は、親.会社に対 し、残余
財産請求権等を有 しないという点で少数株主 と一致 し、逆に、親.会社株主 と異なる。 したが
って.親 会社株主と同等の権利とリスクを享受 していない少数株主の持分を資本か ら除いて
いる現行の会計基準においては.少 数株主 と同様 に.、親会社株主と1司等の権利 とリスクを享





ところが、最近、各基準設定主体のf負 債 と資本の区分.1に関する考え方に、変化がみ ら
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れて い る。FASBとIASBと の問 で行 わ れて い る ジ ョ.イン ト・プ ロ ジェ ク トの1つ として、
「持 分、負債、 も しくは その両方、 さらに資産 の特徴 をもつ金 融商 品の 会計処 理 や報告 に関
す る包括的 な基準 の開発」(FASB2007,par.1)を目的 と した 「負債 と資本」 の プロジェク ト
があ る。 そ して、 この プロ ジェク トの過程 で公表 され たrasB(2007)では、基本 的所有 ア
プ ロ ー チ(BasicOwnershipAppr()ach)、所 有 ・決 済 ア プ ロ ーチ(OwnershipSettlement
Approach)、期待結.果再評価 アプ ローチ(ReassessedExpectedOutc(,meApproach)の3つ
の アプ ローチ が検討 され たが、最終 的には、 これ ら3つ の アプ ローチの うち、基本 的所有 ア
プ ローチが提 案 されて いる、
この基 本的所 有ア プ ローチの考 え方 は、5.2項で示 した現行 のIASC(1989)およびFASB
(1985)の負債 と資本 の 区分 に関す る考 え方 とは大 きく異 な って い る。 基本 的所有 アプ ロー
チの も とで は、 「資 本 とは、現在 の企業 所有者 の持分 で あ り、 その企業 所有者 とは、最 劣後
の残 余請求権保 有者、す なわ ち、普 通株式 を保有 した株 主のみ が企業所有者 で あ る」(FASB
2007,par.16)と定義 され てい る。つ ま り、 この アプローチの もとで は、普通株 主の持分 のみ
を資本 と規定 し、他 の 資i提 供 者 であ る、SO保 有者 に代表 きれ る潜在 的 な株 主、 少数株主
に加 え、優先株主 の持 分 も資本 には.含め られず 、負債 に計 上 され るこ ととなる働 。
5.2項および5.3項で も述 べた通 り、現行 の概 念 フレーム ワークで あるIASC(1989)およ
びFASB(1985)では、 資産負債 アプ ローチ を用 い るこ とより、貸 借対 照表の構 成要 素で は
資本 よ り負債 を重 視す る考 え方 が取 られてい るの に対 し、企 業会計 基準 委員会(2006)は、
純利益 が情報 と して高い有 用性 を有 してい る ことを考慮 し、純利益 を生み 出す投 資の正味 ス
トック を純資産 の中 で区分 す る必 要性 か ら、負債 とともに資本 も重視 して いる｢e。 しか し、
rasB(2007>およびIASB(2008b)のよ うな最近 の動 向に鑑み る と、FASBお よびIASBの
もとで も、今後、 資本が よ り重 視 され る口/f能性 、つ まり、株 主 とい う概 念が よ り重視 され る
可能性 が生 じ始め た。 そ して、 この基 本的所有 アプ ローチが採1.目され るこ ととなれば、IASB
お よびTASBの もとで、企業 会Af基準 委員会(20()6)よりも さらに厳格 に株主 とい う概念 が
定 義 され るこ とに なるで あ ろ う。 で は、 この よ うな最.近の動 向は、SOに 関 す る会計 基準 に
どのよ うな影響 を与 えるので あろ うか。
現 行のSOに 関す る基準 の も とで は、SO保 有.者の持分 は負債 の定義1こは合 致 しな いため、
「持分」 も しくは純 資産 の部 のそ の他 の要 素に計一.ヒされて い るが、 この ことに関 しては、 そ
もそ も負債 の定義 がか われ ば、SO保 有者 の持分 が負 債に計 」..:され るP1能性 もあ る とい う問
題 が存在 す る。事実 、FASO(2007)の適用 範囲 にSOの 会計基 準 が含 め られ るこ と となれ
ば、 今後 、SO保 有 者の持 分 が負債 に計上 され るこ ととな る。 そ して、 費用認識 の相手勘 定
が負債 となれ ば、株式決 済型の株 式報酬取 引で は、労働 サー ビスの対価 と して コール ・オ プ
シ ョンがSO保 有 者に付.与され てい るため、金融 商品に関す る会計幕準 に おけ る通'r;"sのデ リ
バ テ ィブ と同様 、権利確 定期間 にわた り各期 末 に報酬 費用額 が再測 定 され る とい う、現 行 と
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は大 きく異 なる会計モデルが設定 され る可能性 も生 じ得 る。
この ような会計処 理が検討 され始 めたの は、Balsam(P994)、Kirschenheiteretal.(2004)、
AAA(2004)、OhlsonandPenman(2005>(2007)、お よびFASL(2007)などで指摘 されて
い た よ うに、IASB(2008a)およびrasp(2004)の会計処 理 に対す る批判 と して、株 式 決
済型 の株式報酬取 引 と.現金 決済型の株式 報酬取 引の.会計処理 が人 き く異 な って よいの か とい
う問題 が大 き く取 り上 げ られて いるため で あ る。3.1項で の説明 の通 り、株式 決済型 の株式
報酬 取 引 と現 金 決済 型の 株式 報 酬取 引 に関 し、蹟SB(2008a)およびFASB(2004)では、
株式 と現金 とい うその決 済方法の違 いに よ り異 なる会計処理 が要請 されて い る。 しか し、...1:
記の 先行研 究の よ うに、 この2つ の取引 は、株 式 と現金 とい う決済方 法 という違 い を 除 き、
ほぼ 同一一の経済 的実態 を有 す る取引で あ る とす る考 え方 を与件 とす ると、決済方 法 にか かわ
らず、株 式決済型 の株式報酬取 引の会計処 理 を現金決 済型の株式 報酬取引 と同様 に処 理す る
べ きであ ると考 える ことも可能 となるので あ る(FASB2007,pars,28and35)1197。
6.おわりにかえて一一今後の検討課題
本稿では、①SOに 関する会計基準は、外形上は類似 しているものの、い くつかの相違点
が存在 し、それらの相違点が会計基準の背景にある.基本思考の違いである株fi概念の根違か
ら影響 を受けていること、および、②その株主概念の柑違が 「負債 と資本の区分1と 密接に
関わっており、「負債 と資本」のプロジェク トの勤向如何では.大きく会計処理が変わ りうる
ことという2つ を明らかにした〔旨
まず、2節では、関連す る先行研究を分析 した。次に.3節では、株式報酬取引の中で も
特にSOに 関する会計処理に関して、IASB(2008a)、FASO(2004>、および企業会計基準委
員会(2005b).を比較すると、費用計..ヒが必要であると考 えられている点、費用認識 の相手
勘定が 「純資産」.である点、測定基準[を 権利付 与日とする点、および、測定の基礎 を公Jl'.
価値 とする点では共通 しており、L4SB(20Q8a)、FASB(2004)、および企業会計基準委員会
(zaosu)とでは、外形.上は類似 していると考えられ ることを説明 した。 しかし、その一.一方く
費用認識の相.手勘定が拠出資本か否か、権利失効時における利益への戻入処理 を行 うかどう
か等、いくつかの相違点 もみ られる。a節では、この相違点は、これ らの会計基準の基本思
考の違い、すなわち企業所有者である.株主概念の違いに結びついていることを、5節では、
その株主概念の相違は、利益を稼得するための元手である資本を株主が提供 していることか
ら、「負債 と資本の区分Jと い う概念 と密接に関係 していると考えられることを指摘 した。
一方で、今後の検討課題 も多く存在す る、,まず、1つ 目の課題は、貸IH対照表の貸方の構
成要素について、IASC(1989)およびFASB(1985)のように、資本より負債 を重視する考
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え方と、企業会計基準委員会(2006)およびFASB(2007>のように、資本 を重視する考え




張が、 しば しば見受けられる。 しか し、斎藤(200e)でも記されている通 り、収益費用アプ
ローチと資産負債アプローチは、もともと利益をどのようにとらえるかという 「利益観」を
表現するものであったとされている。とすれば、負債 と資本 をどう区分するかに関する議論
を、資産負債 アプローチか、それとも収益費川 アプローチかとい う問題に矯小化す ることな
く、企業所有者たる株主.とは誰か、利益 とは何かという観点から、検討 しなければならない。
次に、2つ 目の課題は、SOに関す る会計処理を規定 している他の要素は何かとい う問題
である。2節で分析 した通 り、負債 と資本の区分 とい う観点からSOに 関する会計処理 を検
討 した先行研究は多く見受けられる。本稿で検討 した通 り、確かに、負債 と資本の区分は、
SOに関する会計処理を規定する重要な一要素であることには間違いないであろう。 しか し、
藻利(2009>で検討 した通 り、SO費用の相手勘定 を、負債 として規定す るか、負債として
規定するかという問題には、SOを金融商品とみ るかどうかなど.も大きく関わっている。そ
こで、SOに関する会計処理 を規定 している他の要素と し.てどのようなものが存在するのか
という点についても、検討が必要となると考えられる。
そして、3つ 目の課題は、SOの相手勘定 を負債 とみるのを.1舛牛とした時、当該負債の評
価額の変動が、直ちに費用の認識 ・配分に結びつくσ)かとい う問題である。猛SB(2008a>、
FASB(2004)、およびFASB(2007)などをみると、毎期公.正価値で再測定 さ.れた負債の変
動 は、IM.ちに損益に反映 されなけれ.ばならないとのvLが 多 く見受 けられる。 しか し、認
識 ・測定 された負債の変動が直ちに損益に結びつ くかについては、検討の余地が残 されてい
る。そこで、退職給付費用など、他の人件費に関する会計処理からも検討する必要があると





な お、 本 稿 が 対 象 とす る株 式 報酬 取 引 は、 「従 業 .員を 対 象 とす る もの」 に 隈定 す る こと とす る。
株 式 報 酬 取 引 に 関 す る会 計.基準 の 歴 史は,米 国 の方 が.古い。 しか し、IASt3(2008a)は.SOの公 .〔E価
値 に よ る測 定 を 強 制 した 最 初 の 会 計 基 準 で あ るIASB(2004)の改 訂 版 で あ り、FASB(2004)は、
IASB(2004)とコ ンバ ー ジ ェ ンス を行 う必 要 性 か ら改 訂 され た 会 計 基準 で あ る,,した が って,こ の よ
う な経 緯 に よ り、 本論.文で は 、IASB(200Ra)をFASB(zoos))より も先 に説 明す る こ と と して い る.
本 稿 に お け る株 主 概 念 とは 、 企業 所 有 者 た る株 主の 範 囲 を ど の よ うにrtえ、 ま た、 その 企 業所 有.者か ら
拠 出 され た.資本 を会 計 ヒどの よ うに認 識 し、 そ して 、 そ の資 本 をILi.に企.業が経 営 活 動 を行 うこ とに よ
り、 どの よ うな利 益 計 算 が 行 われ るか とい う こ とを指 す とす る.
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1:4)なお 、他 の 先 行 研 究 と して、 新 株 予 約 権 お よ.びSOに関 す る会 計 処理 を もと に負 債 と資 本 の 区.分の あ り
.方を検 討 して い る論 文 も存在 す る が、 それ らの 論 文 はSOに 関 す る会 計処 理 につ い て の 結 論 は 出 され て
いな い ため 、 本 節 の 中心 的 な 先ftliH3L'としては 取 り上 げ な い こ と とす る。
s)本 稿 で は 、IASC(1989)およ びFASB(1985な どで 定 め られ て い る、 資 産 か ら負 債 を控 除 した 残 余額
と して の 持 分(cq蝋y)を}-持 分 」、 株 主 他 の 利 害 関係 者 の所 有 権 ・.請求 権 な ど の権 利(interest)を持
分 と し、鍵 括 弧 を付 す こ とに よ り区別 して 表記 して い る、,
〔M1〕株 式 増 価受 益 権(ShareAppreciationR喀hts;SAR)とは、 「企 業 と従 業 員 との 間 の契 約 に よ り、 自社 の
株 価 が 、 ス トック ・オ プ シ ョンの 行 使 価 格 に桐 当 す る一.一定 価 格 を上 同 る場合 、 その 超 過 額 に..・定 株 数 を
乗 じた 額 に相 当す る① 現 金、 ② 自 社の 株 式 、③ 現 金 と 自社 の 株式 両 方 が 支払 わ れ る もの で あ り、 ス トッ
ク ・オ プ シ ョン と同 様 の経 済 的 効 果 を有 す る と され て い る制 度 ..j(企業 会 計 基 準 委 員 会2〔N)2,p.17>のこ
とで あ る、,
17}なお、 田 中(2003)では 、 これ ら① ～③ の 説 が 並列 的 に表 記 され て い る.し か し、 ① の 説 と② ③ の 説 と
を、同種 の 議 論 と して並 列 的 な 関係 とみ て よい の か につ いて は 、検 討 の 余地 が 残 され て い る。 なぜ な ら,
① の 説 は、 退 職 給 付 会 計 と同様 、SOに 関 す る会 計処 理 は 、労 働 サ ー ビ スの 物理 的 な消 費 とい う事 実 に
基づ く費 用 配 分 と い う考 え方 に 基 づ いて い る とす る説 、す なわ ち費 用配 分 ・利 益計 算 の 観 点 と結 び つ い
て い る考 え方 と捉 え られ る一一方 、② ③ の 説 は 、SOと 、.デリバ テ ィブ また は 株式 増 価 受 益 権 との 間 の 類
似性 と い う、 あ くまで ス トッ クの 評価 に終 始 した 議 論 で あ る と考 え られ るた め で ある。 た だ し、 退 職 給
付 会計 に関 す る 先 行研 究 に お い て も 、退 職 給 付 会arの本 質 が ス トックの 評価 か 費 用 の 配 分 か につ い て は、
兄 解 が 分 か れ て い る。 例 えば 、 石 順(zoos)では 、退 職 給 付 会計 は ス トッ クの 評fdhを基礎 と し て お り.
費 用 の配 分 とい う考 え方 は存 在 しな い と述 べ られ て い る。 そ れ に対 して 、米 山(2005>では、 退 職 給fd.
会 計 σ)本質 は 、費用 の 配分 で あ る と考 え られ て い る.L記 の① 説 と② ③ 説 との 間 の 分類 は 、米lII(2005)
の よ うに 、退 職 給 付会 計 は、 費 用 配 分X視 した.会計 処 理 で あ る とい う前提 の も と、 議 論 を もと に した
分類 で あ る。
18:なお、IASB(2008a>では 、 現.金決済 型0)株式 報 酬 取 引 に 関 す る会計 処 理 を 「類似 の 負債 に 対す る通 常
の 会 計処 理 に従 って処 理 す るJ(IASR2008a,par.13C24`L;ことが 記 され.てい る も の の、1.類似 の 負債 」 に
つ いて 、 そ れ以Lの 記述 が な され て い な い.し か し、IASB(2003>によ る と、 「現 金 又 は他 の 金 融 商品
での 純 額 決済 又 は金 融 商 品 とσ)交換 に よ り決 済 で き る非 金 融 商 品項 目の 売 買契 約 は、 あた か もー-;一t契約
が金 融 商 品で あ るか の よ う に、 本 基 準 書 を適 川 しなけ れ ば な ら ない.1(囲B2003,pac5)とされ.てい る。
本 稿 脚 注2に 示 され て い るよ うに 、株 式 増 価 受 益 権 ぱ 、現 金 で の純 額 決 済 が 行 わ れ る オプ シ ョンで あ る
た め、 「類 似 の 負 債 .1とf3,.E.oLのIASB〔2003)のpar.2の内容 を指 す と考 え られ る。 この よ うに 、現
金 決済 型 の株 式 報 酬 取 引 が.金融商 品取 引の 形 態 と して取 り級 わ れ る場 合 に は.② と③ の 説 を区 別 す る
必 要 は ない か も しれ ない.
3:～〕1な お ,AAA(2009>、Balsam(1994)、Kirschenheitereial.〔2004)、OhlsonandPenman(2005)など
は 、消 極 的 な理 山 に よ り.SO費 用の 相 手 勘定 をfitiiとして 規定 して い る とHil述した が 、 同 時 に 積 極 的
な 理 由 も示 され て い るた め 、 ここ に.2すこ と とす る。
(:0なお 、IASBおよびFASI3び)[負債 と資 本」 の プ ロ ジェ ク トの動 向 と類似 して い るOhlsonandYenmxn
〔2005)を紹 介 した1]本の 先行研 究 と して、 椛 田(2007)および 野L」(2008)があ る。
〔n:lSO費1.1.1の相 手 勘 定 を 資 本 とす る 学 説 が 少 な い の は、 以 トの よ う な理 由 に よ る と考 え られ る.IASB
(2008a>,FASB(u)U4>.およ び企 業 会 計基 準 委 員 会(2005U>のよ うな現 行 のSOに 関 す る …i…要 な会 計
基 準 にお い て は 、 後 述 の通 り、SO費 川 の 相 手 勘 定 は 「.持分 」 また は純 資産 に統 一・され て い る。 その よ
う な状 況 の も とで は 、 会 計基 準 を批 判 的 に検 討 す る学 説 は 多 く公表 され る.・方 、 会 計 基 準 を擁 護 す る 立
場 を と った1論文 は公 表 され に くい。 そ の ため 、 多 くの先 行 研究 は負 債 説 を と る....一方 、 資 本 説 を とる 先行
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研 究 が あ ま り十,:IFLない の で は な いか と 考 え られ る.数 少 な い資 本 説 の 先 行 研 究 で あ るKaplanxnd
Ya/cpu(2003)は、 資 本 説 を と る具体 的 な根 拠 につ い て は 明示 して い な い が、 お そ ら くは 、3節 お よ び
4節 で 示 すIAS[3(zoos:,)およびrasp(2004)の論 拠 に 基 づ き、SOに 関す る会 計処 理 が検 討 され て い
るの で あ ろ う.
〔[2}]ASS(2008a)では .,SOに関 す る取 引 を 「株 式 決 済 型 の 株 式 報 酬 取 引」 とい う言 彙で 表 記 して い る。
企 業 会 計 基 準 委 員 会(2005b)では、 同様 の 表 紀 が 採 川 され て い るわ け で は な い が、 現 金 決 済 型 の 株 式
報 酬 取 引 に 関 連 した 論 煎 等 、 「株 式 決済 型 の 株式 報 酬 取 引 」 とい う 単語 を 用 い た方 が理 解 が しや す く な
る場 合 もあ る。 そ こで 、本 稿 で は、 「SOをめ ぐ る取 引Jと 「株式 決済 型 の 株式 報 酬 取 引」 と い う言 葉 を
ほ ぼ 同.・の 単語 と して取 り扱 旗,
113:しか し.、]ASB(200Sa)では,従 業 員 が決 済方 法 の 選 択 権 を有 す る株 式 報 酬取 引 は 、...方の 決 済.方法 の
選 択 肢 の 公 正 価{irSが他 方 と同 じに な るよ うに構 築 され る こ とが 多い と解 され て い る。 この よ うな 場 合 .
資 本 部 分 の 公 正 価 値 は ゼ ロ で あ り、 負 債 部 分 の 公 正 価 値 と 同 じに な る と され て い る(IASB2008a,
pars.37andBC261)。した が って 、IASB(200Sa)にお いて 、 現 金 選 択権 付 きオ プ シ ョンは 、選 択 権 を
誰 が有 して い るか に関 係 な く、負 債 に 認識 され る。
〔藍4)FASB(2004;のも とで の 現 金 選 択権 付 の オ プ シ3ン を め ぐる取 引 は、 次 の よ うな 考 え方 を論 拠 に会 計
処 理 が規 定 され て い る。 まず 、従 業 員 に 決済 方 法 の選 択 権 が与 え られ て い る株 式 報酬 取 引 の 場合 、 従 業
員 が現 金 に よ る決 済 を選 択 す ると、 企 業 は、 従 業 員へ の 現 金 〔会 社 財産)の 移 転 を 回避 す る こ とが で き
な い と考 え られ る。 し たが って.こ の よ う な認 識 の も と,FASB〔2004)では 、 従 業 員 に決 済 方 法 の 選
択 権 が与 え られ て い る株式 報 酬取 引 に お い て は 、 従業.員の 要 求 に よ.り現 金 を.支払 う義 務 、 す な わ ち 、 負
債 が 発生 す る と規 定 され て い る 〔FHSB`LOO4,parB.IJ.8>。
...一方 、 企 業 に決 済.方法 の 選択 権 が.iiえられ て い る株 式 報 酬 取 引 の 場合 、 企 業 は株 式 を発 行 す る こ と に
よ り、 従 業 員 への 現 金(会 社 財産}の 移転 を 回避 で きる と考 え られ る。 した が っ て、 この よ うな認 識 の
も と、FASB(2004)では、 企 業 に決 済 方 法 の 選 択 権 が5え られ てい る株式 報 酬取 引 に お い ては 、 従 業
員 に対 し現 金 を支 払 う義 搦 す な わち 負債 は発 生 しな い ため 、 この 報 酬 は資 本 と しての性 格 を有 す る と さ
れ て い る 〔.FASB20〔W,par.B--8;。
{:1$なお 、 池 村(200410)脚注4で も示 され て い る よ うに.IAS&(2008a>およ びFASB(2004)にお い て 、
.SOをゆ ぐる取 引 は通 常 の 財.サー ビ スの 購 人 と概 念 的 に は 同..・の取 引 で あ る と考 え られ て い る こ とに つ
い て 、仕 訳 を 用い てate/1され て い る、
労働 サ ー ビ ス ×X/拠 出 資本X×
報 酬 費川 × ×/労 働 サ ー ビ.ス × ×
1:L[51な4JFASB(1985)は、 財 務会 計 概 念 書 第3号 の改 訂 版 で あ る。
m:FASI3(2〔)U7)の公 表 後、FASBは 、無 期 限 アブo一 チ(PerpetualApproach;を新 た な候 補 と して 検 討
の 対 象 に加 え てい る。 しか し、 この ア プ ロ ・一チ の も とで の 資本 と4#.基 本 的所 有.アブ ロ ーチ の も とで の
資 本 で あ る最 劣 後 の残 余 財 産 請求 権 に、決 済 条 項 の な い金 融 商voを加 え た もび)にす ぎな い。 した が って 、
この 無 期 限 ア プ ロー チ の も とで は,優 先株 室 の 持 分 は 資 本 に 言.1'上され る もの の 、SO保 有 者の 持 分 で あ
る潜在 的株 主の 持 分 は、 変 わ らず 負債 に計Lさ れ るこ と とな る。
a;企 業 会 計基 準 委 員 会(2ひ06)は、 「可際 的 な 動 向 等 の 埋 由 か ら、貸 借 対iwを 資 産?"!fアプ ロー チ に よ り
導 出 して お り、 この観 点 か らはillを重 視 して い る もの と もい え る.し か し,同 時 に 、純 利 益 を弔 視 し、
これ を 生み 出す 投 資 の正 昧 ス トック と して 株 主 資 本 を定 義 して い る とい う観 点 か らは、 利 益 計 算 ヒ、 資
本 を重 視 して い る と もい え る(企 業 会計 基 準 委 員 会2006,:i18項).=本稿 で は、 これ らの考 え 方 の う





i:19.ただ し、FASB(2007)では 、将 来 、株 式 報 酬 取 引 を このFASB(2〔}07)の適 用 範 囲 に 含 め る べ きか に
つ いて検 討 す る必 要 が あ る と もuL'Lされ て い る 〔FASB2007,par28)、
しか し、 そ の 一 方 で、FASB(1990)でa.次 の よ うな 見 解 も示 され て い る、FASBでは、 金YritihVPtl
を負 債 と資本 に 区分 す る こ とに 関 す るプ ロ ジ ェ ク トとの 中 でSOの 問 題 を 解 決 し きれ る とは 想 定 され て
い な い ものの 、負 債 と資 本 の 区分 に関 す る広 範 な プ ロ ジ ェ ク トに お い て根 本 的 なp5題を 先 に検 討 す る こ
とな しに、 株 式 報 酬 取 引 の 会計 処fmに関 す る問題 点 を検 討 す る こ と が 出来 ない と考 え られて い る。 そ し
て 、 負債 と資 本の 区 分 に 関 す る重 要 な進 展 が な され.た時 に 、株 式 報 酬 プ ロ ジ ェ ク トに再 度 取 り組 む予 定
で あ る と述 べ られ て い る(rnssissa,par10)。
した が って 、 株 式 報 酬 プロ ジ ェ ク トと、 負債 と資 本 の 区 分 は関 連 してお り、 この2つ の 問 題 を絡 め て
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